
物流生産性向上に向けた取組事例（加工食品メーカー）
食品メーカー間での共同輸配送や
納品条件見直し等における協調
【F-LINEプロジェクト、SBM会議】

積載効率の向上等

・ 「競争は商品で、物流は共同で」を基本理念に、2015年、食品メー
カー６社（味の素株式会社、カゴメ株式会社、株式会社Mizkan、日
清オイリオグループ株式会社、日清フーズ株式会社、ハウス食品グループ
本社株式会社）が、共同配送や製配販の物流課題の協議のための
食品企業物流プラットフォームを設立。共同配送・保管やその前提とな
る納品条件・伝票の統一を各地で進めている。

・ 2016年に、F-LINE参加企業とキッコーマン株式会社、キユーピー株式
会社の８社で手待ち時間、附帯作業、納品方法など製配販の課題を
討議するSBM会議（食品物流未来推進会議）を立ち上げ。

・ 2019年には食品メーカー５社の出資による全国規模の物流会社F-
LINE株式会社を設立。
・ 2024年問題を前に、社長直下にF-LINE(株)物流未来研究所を設置。
①参加企業の幹線輸送データを一元化・分析し、長距離輸送のBCP
や輸送安定化、中距離輸送の中継化など洗い出された課題に対処。
②主要物流センターに対して配送リスクをヒアリングし、地域ごとの物流
インフラやリソースに鑑みた対策を実施。
③主要センターに対して納品先課題を聞き取り調査し、荷主と連携して
解消商談を実施。

荷役等時間の短縮荷待ち時間の短縮

商慣習の見直し モーダルシフト

（拠点と納品先ごとに待機課題・附帯作業課題を洗い出し）

（地域ごとに可能な対策を選択）
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附帯作業の見直しと共同配送の推進
【日本ハム・ソーセージ工業協同組合】

【チルド物流研究会】

積載効率の向上等 荷役等時間の短縮

・日本ハム・ソーセージ工業協同組合では、2023年に自主行動計画を策定
し、大手４社は、このうち緊急性の高い事項を「SDGsへの貢献と持続可
能な物流のための食肉加工業界取組宣言」として共同発表した。
①ドライバーの附帯業務の負荷軽減（棚入れ、値付け等の見直し）
②納品条件の変更による効率化（365日納品、ピース納品等の見直し）
のため物流部門と営業部門が連携して納品先と交渉
③同温度帯の荷主事業者と連携した共同配送を推進。

・ハム・ソーセージ４社では、①各社の物流部門と営業部門で現状の配送
ルート、納品条件（曜日・時間・頻度等）を確認し、②それを基にハム・
ソーセージ４社で最適な共同配送コースを策定。③納品条件変更となる
着荷主と交渉した。
結果、四国エリアにおいて、重複納品先を整理して７コースを４コースに
集約し、年間配送トラック台数1,820台から884台への削減を実現。

商慣習の見直し

• さらにチルド食品として冷蔵温度帯（0～10℃）で流通、賞味期限が
短い、納品リードタイムが短い、多頻度・少量配送といった特徴を共有す
る食品メーカーへ連携を拡大。
2024年に関係９社（伊藤ハム米久ホールディングス(株)、日清食品チ
ルド(株)、日清ヨーク(株)、日本ハム(株)、プリマハム(株)、丸大食品
(株)、(株)明治、森永乳業(株)、雪印メグミルク(株)）で「チルド物流研
究会」を発足（2025年９月末時点：江崎グリコ(株)を含む10社）。

• 2030年を一旦の完成期として目指し、①納品期限の緩和、②トラックド
ライバーの附帯作業（店別仕分け作業等）の削減、③輸配送効率化、
④標準化・システム導入による効率化に取り組む。

2024年10月7日 チルド物流研究会発表資料より

（チルド物流研究会の取組範囲）

（ハム・ソーセージ４社の共同配送の効果）
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トラック位置情報活用の円滑化
【株式会社traevo・サントリー】

荷待ち時間の短縮

・運輸デジタルビジネス協議会（TDBC）が開発した車両動態管理プ
ラットフォームでは、国内のほとんどのメーカーのネットワーク型デジタル
タコグラフに対応し、各物流パートナー企業が運用するシステムなどと
も自動連携して、荷主におけるトラックの位置情報やドライバーの作業情
報の一元的な収集・可視化が可能。
・物流パートナー企業にほぼコスト・手間をかけることなくデータ取得でき、
サントリーでは全国で1日当たり繁忙期で約6000台のトラックを配送に
利用しているところ、そのうち約4割を占める首都圏で運行するトラックに
ついて、位置情報や動態情報が可視化できる仕組みの整備が実現。
・配送状況の問合せ対応について、物流パートナー企業に電話することな
く対応ができるようになり、年間で物流パートナー企業側で約6万時間、
サントリー側で9000時間の対応時間が削減される試算。
・到着見込時刻を基に出荷する荷物を準備し、ドライバーの待機時間を
削減するとともに、将来的には共同配送への活用も検討。
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外装破損による返品基準の合理化
ほかメーカー協働による社会課題への対応

【飲料メーカー５社】

・アサヒ飲料(株)、 (株)伊藤園、キリンビバレッジ(株)、コカ･コーラ ボト
ラーズジャパン(株)、サントリー食品インターナショナル(株)では、 倉庫
納品時に生じていた外装破損による納品可否の判断のばらつきについ
て、納品基準に関するマニュアルの共有やＡＩ判定（富士通(株) 開
発）による基準統一化を図り、検品作業の負担軽減と返品の削減に
貢献。

・ 小売事業者（(株)セブン-イレブン・ジャパン）と共同実証実験を行い、
一部エリアで製造から販売までの流通過程における外装破損のAI判
定を実施予定。実験結果を踏まえて全国展開を検討。

・2024年には、５社で「社会課題対応研究会」を立ち上げ。物流の
2024年問題をはじめ、温室効果ガス排出量削減や食品ロス問題と
いった社会課題を協働領域として捉え、個社単位では解決が難しい社
会課題について、清涼飲料各社が協働して課題の共通認識や対応の
検討を行い、社会課題の改善に繋げることを目指す。

荷役等時間の短縮 商慣習の見直し
デジタル化

（事例紹介資料）
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物流標準化とダブル連結トラックの活用等

【新潟菓子メーカー物流研究会】

積載効率の向上等

・2021年にCGCの働きかけもあり、新潟菓子メーカー物流研究会（岩
塚製菓(株)、越後製菓(株)、亀田製菓(株)、(株)栗山米菓、三幸製
菓(株)、(株)ブルボン）を立ち上げ。
①スカスカ撲滅（箱・袋ごとの容量増）、②段ボールのモジュール化
（パレットごとの積載量増）、③パレット単位での共同配送、④賞味
期限の年月表示化等に順次取り組み。年に１回、６社社長の前での
成果報告会を実施。
・さらに2022年には業界全体へ拡大し、菓子物流改善委員会が発足。
卸分科会、メーカー分科会間で物流効率化に向けた協議を継続しな
がら、持続可能な物流体制の構築を図っている。

・(株)ブルボンでは、月１で開発部門と物流部門が打合せを行い、上位
50品のうち積載率90％未満の商品の外装等見直しを議論。マスター
カートンを12種類定めており、そのいずれかで内容量が多くなるよう検討。
・(株)ブルボンと岩塚製菓(株)は、新潟～関東間において、25mダブル
連結トラックを活用した共同配送を本運行。
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荷役等時間の短縮 商慣習の見直し

株式会社ブルボン、岩塚製菓株式会社、京葉流通倉庫株式会社、大東実業株式会社、
朝日物流株式会社  2025年7月17日ニュースリリースより
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持続可能なバルクローリー
物流のために｜一般社団
法人 日本植物油協会

着荷主に対する作業環境見直しの働きかけ
【一般社団法人日本植物油協会】

・植物油は業務用製品の取り扱いが多く、長距離配送、高度な品質・衛
生管理、油温管理、バラ納品等での附帯作業など、物流面の負荷が高
い品目。運送の担い手は中小地場企業を主とする国内20社程度に限ら
れ、運転手確保は大きな課題。
・業界団体である(一社)日本植物油協会では、物流負荷低減のため、協
会会員の認識を合わせて、以下の取組を顧客に対して働きかけ。
①高所作業の安全対策設備の設置や作業軽減
②品質・衛生事故防止のための納品時の荷主立会い
③納品間際のオーダー変更やキャンセルの回避
④時間指定の緩和や受入タンク投資等の納品環境の改善
⑤計量器の故障等による事故を防ぐ納品設備の管理・メンテナンス

・2025年７月、(株)J-オイルミルズ、日清オイリオグループ(株)、昭和産業
(株)の３社は、 (一社)日本植物油協会と連携の上、食用油脂業界に
おける物流問題の解決を進め、物流持続性を向上させることを目的とし
た協議体「油脂物流未来推進会議（通称：YBM 会議）」を発足。

積載効率の向上等 荷役等時間の短縮 商慣習の見直し

https://www.oil.or.jp/news/news20251219.html
https://www.oil.or.jp/news/news20251219.html
https://www.oil.or.jp/news/news20251219.html
https://www.oil.or.jp/news/news20251219.html
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物流課題への社内外の取組体制の整備
【株式会社J-オイルミルズ】

・(株)J-オイルミルズでは、物流統括管理者が社内の物流課題への
取組を牽引する体制として、全社“委員会”スキーム等を活用。
①2021年10月～外装標準化分科会を設置
誤納品を防ぐ外装表示見直し（納品書と同内容の一括表示）、賞
味期限年月表示への移行、デザインforロジスティクス対応等
②2023年４月～物流分科会を設置
営業統括部、生産統括部、原料部、マーケティング部が参加。
社外動向及び社内業務改善を共有。
・2023年10月に全サプライヤー向けに物流改善要望をアンケート。
リードタイムや発注ロット、設備など２年がかりでほぼ対応完了。
・搾油工場での長時間待機削減のため、バース予約システムを導入。 
車両サイズに合わせた積込時間の設定や導入説明会の開催など
工夫。待機１時間以内を６割→９割に改善。 など

③年１回のSCM全国会議で
物流を中心課題化
（社長、営業、工場、SCM
統括部約200名が参加）

・以下のとおり、社外連携にも取組。
①業界団体（日本植物油協会「流通システム生産性向上検討委員
会」）を通じたローリー物流の課題提起

②競合企業との協業による業界固有の課題への対応のため、YBM会
議（油脂食品物流未来推進会議）を立ち上げ

③2025年度から物流会社経営層との定期的な政策協議を行い、
これまでのミス・トラブル対応等に留まらず、荷主取組の意図の共有
や物流会社の目指す方向性とのすり合わせを実施

物流統括管理者を中心とした取組の推進
【不二製油株式会社】

・不二製油(株)では、物流統括管理者を中心に、以下の取組を実施。
①顧客と連携した配車効率の向上

2024年10月以降、納品日から３営業日以内のキャンセル不可
（キャンセル料の発生）を顧客へ案内。2025年４～９月はキャン
セル発生率が0.29％と、前年比 60.4％の直前キャンセル削減を達
成し、車両遊休を抑制。

②荷待ち時間の短縮
主要な自社施設、寄託倉庫に時間把握システムを導入。
2024年度から１工場にてバース予約システムを導入し、ドライバー
平均滞在時間の30％削減を達成。

③荷役等時間の短縮
納入先で現地サンプル採取を行っていた70件を対象に、サンプル採
取廃止の交渉を実施。２件でサンプル採取廃止、 38件で現地サン
プル採取から出荷時採取の同行サンプルへの切替を実現。

④荷役環境の整備
作業安全のため、油脂積込み場に加えて、ローリー上部でのタンク内
確認作業を行うタンクチェック場にも安全帯装置を整備。

⑤社内体制整備
・2025年7月より、新物流効率化法対応プロジェクトを発足。
・社内部門研修の選択プログラムに「物流」を設定。

取締役会
経営会議

サステナビリティ委員会
外装標準化分科会 物流分科会

荷待ち時間の短縮 荷役等時間の短縮 商慣習の見直し荷待ち時間の短縮 荷役等時間の短縮 商慣習の見直し
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納品伝票の電子化・データ連携
【伊藤忠食品株式会社ほか】

動態管理システムを活用した配送の最適化
【三菱食品株式会社】

荷役等時間の短縮 デジタル化 積載効率の向上等 荷役等時間の短縮
・酒類・食品卸売業の伊藤忠食品(株)と(株)東急ストアは、日本パレット
レンタル(株) 及び食品メーカー５社と納品伝票電子化をパイロット運用。
・納品データの事前通知、入荷データの事前作成、受領書代わりのシス
テム上での受領結果登録などを行うことで、発着荷主の作業削減や、
ドライバーの検品後即時退場などが可能になった。
・さらに、複数のシステム間でのデータ共有を実現するため、流通経済研
究所が提供する「納品伝票エコシステム」を介してウイングアーク1st (株)
が提供する電子帳票プラットフォームと接続し、納品／受領のデータ連
携を実施。
・2025年11月からは、伊藤忠食品昭島物流センターにて大塚倉庫（発
荷主）と納品伝票電子化の本運用を開始。2026年２月から伊藤忠
食品札幌物流センターでも取組を開始し、納品伝票電子化を行うメー
カー、センターの順次拡大を予定。

・三菱食品(株)では、約109拠点・3,000台にMOVO Fleet を導入し、
配送データを可視化。ドライバーの滞在時間が長い取引先への納品
条件の見直しの依頼や、積合せ可能なルートの検討に利用。
・さらにMOVO X-Dataを介して他社と配送データを共有し、車両融通
を検討。

伊藤忠食品株式会社・株式会社東急ストア、2025年２月27日ニュースリリースより 7

デジタル化
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一貫パレチゼーションによる荷役削減
【株式会社日本アクセス】

荷役等時間の短縮

・業務負荷の重いバラ積み配送が主流の冷凍物流にメスを入れ、メーカー
工場から卸センターまで一貫パレチゼーションを前提とした物流設計により、
納品業務の効率化を実現。
・具体的には、メーカーで使用するパレットの統一を依頼し、営業冷蔵倉
庫ではなく自社のフローズンマザー物流センターで保管をして自社の卸セ
ンターに輸送することで、全ての輸送過程において積替えを不要とした。
・人手による積替えは１回当たり約２時間の作業時間を要していたところ、
一貫パレチゼーションにより荷積み・荷卸しが１回当たり約0.5時間に短縮。
これにより、同社関東エリアの納品所要時間は年間9,180時間削減。
・関東エリアで稼働したフローズンマザー物流センター構想を、近畿・中四国
にも展開し、現在、他のエリアへの展開を推進中。
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事前出荷情報を活用した検品レスの取組
【加藤産業株式会社】

荷役等時間の短縮

・加藤産業(株)では、自社運営の23箇所の物流拠点において、ユニット
検品を実施し検品作業の効率化に繋げている。

・従来は納品日前日の午前中までに発注を行い、翌日納品というフロー
であったが、ユニット検品実施にあたり、納品日前々日の午前中までに
発注を完了させ、納品リードタイムを１日延長。納品日前日に食品
メーカーがユニット毎の品目・数量・賞味期限の情報が記載されている
ASN（事前出荷情報）データを作成し、加藤産業(株)へ送付。
・納品日の荷役作業はユニット毎の荷役となり、ASNデータに基づいて、
品目・数量・賞味期限の確認、入力を省略し、ユニット毎の納品有無
の照会のみを行うため、検品作業の簡略化に繋がった（導入前は荷
役・検品にトラック１台当たり50分を要していたが、導入後は20分と
60％の時間短縮を実現）とともに、物量を集約したことによる積載効
率の向上や CO2 削減にも寄与。



物流生産性向上に向けた取組事例（加工食品メーカー・卸・小売）
リードタイムの確保に向けた取組

【フードサプライチェーン・サスティナビリティ・
プロジェクト（ＦＳＰ）】

• フードサプライチェーン・サステナビリティプロジェクトは、小売業団体
（(一社) 日本スーパーマーケット協会、(一社)全国スーパーマーケット協会、
オール日本スーパーマーケット協会）、卸売業団体（(一社)日本加工食品
卸売協会）、製造業団体（食品物流未来推進会議、チルド物流研究
会）が参画し、2022 年４月に発足。

• 「物流」課題の発掘とその解決策を三層で議論し、社会実装
することを目指したもの。①店舗納品期限「２分の１残し」
への統一化、②小売・卸、卸・メーカー間の定番発注締め時
間調整、③特売・新製品の確定数量化を可能にする適正リー
ドタイムの確保などを検討。
・「加工食品業界製配販行動指針」を作成した上で、これに基づく会員
各社の取組を点数化・促進。

9

商慣習の見直し積載効率の向上等

LT１日 LT２日以上
合計LT１日

→LT２日
従来から

LT２日以上

午前締 21社
（17.5%）

56社
（46.7%）

22社
（18.3％）

34社
（29.1％）

77社
（64.2%）

午後締 ０社
（0.0%)

43社
（35.8%）

38社
（31.7%）

5社
（3.3%）

43社
（35.8%）

合計 21社
（17.5%）

99社
（82.5％）

60社
（50.0%）

39社
（32.5%）

120社
（100％）

〇 メーカー・卸間 納品リードタイム・受注締め時間状況
（首都圏エリア：2025年7月時点）

(一社)日本加工食品卸協会賛助会員アンケート

物流改善へのコミットメントの枠組み
【ＳＭ物流研究会】

積載効率の向上等

• ＳＭ物流研究会は、2024年問題をはじめとする物流危機を回避し、
物流分野を「競争領域」ではなく「協力領域」と捉えて、各社の協力
による物流効率化策の研究・検討を目的として2023年10月に発足。
2025年11月１日現在で24社が参加。

• 新規加入要件として、以下の取組の実施又は実施予定があることを
条件としており、必須で「トップコミットメント」を求める。
①加工食品における定番商品の発注時間の見直し
②特売品・新商品における発注・納品リードタイムの確保
③納品期限の緩和（1/2ルールの採用）
④流通BMSによる業務効率化
⑤バース予約システムの導入（ドライDCを対象）
⑥パレット納品の推奨
⑦トップコミットメント（必須項目）

荷待ち時間の短縮 荷役等時間の短縮
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